
［標準様式例７-３］

業 務 の 名 称 東予港航行安全対策検討業務

業 務 概 要

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官
四国地方整備局松山港湾・空港整備事務所長
愛媛県松山市海岸通２４２６－１

契 約 年 月 日 平成29年7月13日

契 約 業 者 名 公益社団法人　瀬戸内海海上安全協会

契 約 業 者 の 住 所 広島県広島市南区的場町一丁目３番６号

契 約 金 額 ￥１２，６４６，８００円（税込み）

予 定 価 格 ￥１２，６８６，９２０円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

予決令第９９条の２に基づき、随意契約を行うものである。
（不落随契）

納 入 場 所 松山市海岸通２４２６－１

業 種 区 分 建設コンサルタント等

履 行 期 間 （ 自 ） 平成29年7月13日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成29年11月30日

備 考

備考

随意契約結果及び契約の内容

本業務は、東予港中央地区複合一貫輸送ターミナル整備事業に
おける段階的な整備の進捗に合わせた施工中の航行安全対策に
ついて、学識経験者・海事関係者等からなる委員会等を設置し
て検討するものである。

公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとともに、備考欄に単価契約であ
る旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。


